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概要 

電気暖房および給湯において、最も効率が良いのはヒートポンプ方式である。しかしながら、極寒冷地の旭川では、当

該設備が動作保証する-25℃を下回る場合があり、最も寒い時に暖房設備が動作保証外となってしまう。また、ヒートポ

ンプ外気温が低くなると効率が徐々に低下し、-20℃前後で他の暖房設備よりも効率が低くなる事が知られている。本研

究では、この問題を解決するため、快適な生活かつ省エネルギーを実現する夜間電力を用いて暖房を行う蓄熱式電気暖房

設備とヒートポンプ式の暖房設備を効率よく組み合わせて制御し、ICT 技術を用いた情報収集システムの開発と熱量蓄

積予測方法を確立する。 
 
１．まえがき 

本研究開発では、寒冷地でかつ人口が集中している旭

川市およびその近郊における暖房による CO2 排出を削減

することを目的としている。現在の同地域では、新築住

宅の多くがオール電化住宅であることを鑑み、電気暖房

を効率的に制御するシステムの開発を第一の目標とする。

制御対象とする暖房設備の一つは、オール電化住宅での

設置率が高い蓄熱暖房装置を対象とする。加えて、主に

冷房用として設置する住宅が増加しているヒートポンプ

式（以下 HP）の冷暖房装置（いわゆるエアコン）を積極

的に利用するシステムを検討している。従前の寒冷地向

けエアコンは、動作保証の範囲が-15 ～ -20℃程度であ

った。しかし、近年各家電メーカから提供される寒冷地

向けエアコンは、急速に技術が進歩しており-25℃まで動

作保証範囲となってきている。寒冷地の一般住宅では、

エアコンを冷房用途としてしか利用しない場合が多い。

しかしながら、本研究の成果によりエアコンを暖房とし

て積極的に利用し、エネルギーの有効活用を実現する仕

組みを作って行く。また、本研究では電気蓄熱暖房装置

を、効率などの面から補助的な暖房装置として位置付け

ている。さらに、本研究では、電気暖房設備及び給湯設

備を、ネットワーク対応家電製品と位置づけ、ICT 技術

と融合することで当初の目的を達成し、将来さらなる技

術進歩にも適応可能な技術開発を目的とする。 
２．研究開発内容及び成果 
図 1 は、本研究課題で取り組んだ、情報収集システム

の仕組みに関する概念図を示す。本研究では、蓄熱暖房器

の適切な蓄熱量を決定するため、翌日の気温予測を行うア

ルゴリズムの開発を行った。当該のアルゴリズムは、気象

庁が発表する気象予測をベースとして用い、気象庁の予報

よりもきめ細かな地域区分に対応できる。 
 図では、外気温と日射の情報を集約する仕組みとなって

いるが、今回検証を行った実験環境では、最大で 40 カ所

の外気温を測定し、集約する仕組みを実現している。日射

情報測定に関しては、暖房を制御するシステムと連携して

いる。本研究開発では、2 カ所において暖房制御の検証環

境を行っており、個々の環境で日射情報を用いた暖房制御

の仕組みを実現している。 
 情報集約サーバは、インターネット上のサーバに実装を

行い、収集した情報をリアルタイムで確認できる仕組みな

どを実現した。本研究は、暖房の制御が対象であるが、今

後冷房の制御への拡張も可能とするため、現在も外気温デ

ータの収集を継続している。当該の収集データは、研究成

果として広く提供が可能な仕組み作りを検討する。情報提

供に際しては、温度センサの設置位置に依存する観測デー

タの正確性について考慮する必要がある。 
 暖房の制御対象は、先に述べたようにエアコンと電気蓄

熱暖房器のハイブリッドな環境である。蓄熱暖房器の特徴

として、1 日分の暖房に必要な熱量を蓄積できるという他

の暖房装置に無い特徴を有している。この特徴を利用する

ことで、消費電力のピークを平準化することも可能な制御

方式を実現している。 

図 1 暖房制御のための情報収集概念図 
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 図 2 は寒冷地向けエアコン（HP）が消費した電力量と

外気温の関係をあらわしたものである。旭川などの寒冷地

では、10月から5月頃まで暖房を必要とする場合が多い。

グラフからも明らかなように、気温が低くなるほど必要な

エネルギーが多くなる。これは、外気温が低くなることに

より、供給すべき熱量が増えることにも起因するが、北方

向けの高気密高断熱住宅においては、外気温低下による

HP の性能低下の要因がより支配的である。これらの要素

を考慮して、HP と蓄熱暖房器を制御する仕組みを実現し

ている。 
 グラフの 1 月のエネルギー使用量が、蓄熱暖房器をはじ

めとする灯油ストーブなどと同じほぼ同じ効率であるこ

とを考慮すると、外気温が一定値を下回るまでは、極力

HP を利用した方が省エネルギーに寄与することがわか

る。HP に関しては、日射が多く、室内が目標の温度より

も高くなることが予想される場合と電力ピークカット時

間帯について、積極的に停止する制御を行う。また、蓄熱

暖房器に関しては、設置した環境において、蓄熱量の余剰

および不足を徐々に学習し、住宅の特性に適応するアルゴ

リズムの導入を図った。 
 本研究の課題として、例年の気象状況が異なるため、定

量的にシステムトータルの性能を評価できていないため、

継続して評価を行う。また、定量評価の標準的な手法につ

いて研究開発を継続し、提案することを検討している。 

 
 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み 

電気をエネルギー源とするため、単に暖房装置の効率の

みから CO2 排出量の削減について言及することはできな

いが、太陽光発電や風力発電などの温暖化ガスを排出しな

い再生可能エネルギーの供給源が急速に増加している北

海道においても、今後は電気による暖房が主要な暖房手段

となることが考えられる。また、ストーブや灯油やガスな

どの燃焼を伴うボイラーは、高気密高断熱の住宅では一酸

化炭素中毒などの事故の可能性が高くなり、メンテナンス

に配慮する必要がある。一方で、今後高齢化が進む中で、

安全性を考えた場合、電気による暖房の方が安全性を確保

しやすいという側面もある。 
上記のような状況を鑑み、地元の蓄熱暖房機器の開発業

者とシステム開発会社の ICT 技術を融合し、寒冷地向け

の暖房ソリューションを提供する事を可能できるよう取

り組みを行ってゆく。また、寒冷地において HP を使用す

る場合の問題点として、図 3 に示す室外機の霜取り運転

に必要なエネルギーの削減（電力の周期的に発生するピー

ク部分）についての研究開発を行う余地が残っている。解

決方法として、熱源として地中熱や地下水を用いる方法な

どが考えられる。 
理想としては、前述の課題点を解決した HP 装置及び蓄

熱暖房器の開発から製造販売までを地元産業として立ち

上げることが考えられる。しかしながら、これまでのノウ

ハウの蓄積などから、既存の HP 開発メーカと協力して開

発を進めること現実的である。本研究を、地元の産学官連

携により継続的に進め、問題解決可能な技術を知的財産と

して確保する。また、国内を含め北欧や北米など海外での

ビジネス展開までを視野に入れ、ECHONET Lite 規格と

の整合性を考慮したソリューション開発に取り組んでゆ

くことを検討中である。 
４．むすび 
 本研究開発においては、目的実現のために多くの項目に

関する研究開発に取り組んだ。本稿では、その一部の概略

を報告した。報告内容に記述したように、課題解決に向け

て幾つかの解決すべき課題も残されている。一方で、本研

究において得られた成果を取りまとめることで、寒冷地向

けの暖房制御のためのソリューション開発を行う目処が

立ったと考える。 

 今後は、プロトタイプレベルのシステムを洗練し、ビジ

ネス展開できる品質にすることを、今後１年程度の期間で

目指す。また、独自仕様部分を極力排除し、ECHONET 
Lite に準拠した実装を進めてゆく予定である。 
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図 3 外気温と消費電力の関係 
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